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第５１号議案 

 

 

阪神間都市計画事業（芦屋国際文化住宅都市建設事業）第二種市街地再開発事

業の施行に関する条例の制定について 

 

 

 阪神間都市計画事業（芦屋国際文化住宅都市建設事業）第二種市街地再開発事業の

施行に関する条例を別紙のように定める。 

 

 

平成３０年６月８日提出 

 

 

 

                        芦屋市長 山 中  健    

 

 

 

 

提案理由 

 

都市再開発法の規定により，本市が施行する第二種市街地再開発事業に関し，基本

的事項を定めるため，この条例を制定しようとするもの。 
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芦屋市条例第  号 

 

 

   阪神間都市計画事業（芦屋国際文化住宅都市建設事業）第二種市街地再開発事 

   業の施行に関する条例 

 

目次 

第１章 総則（第１条－第５条） 

第２章 費用の負担（第６条） 

第３章 保留床等の賃貸又は譲渡（第７条－第９条） 

第４章 市街地再開発審査会（第１０条－第１４条） 

第５章 清算（第１５条－第１７条） 

第６章 雑則（第１８条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は，都市再開発法（昭和４４年法律第３８号。以下「法」という。）

第２条の２第４項の規定により，本市が施行する第二種市街地再開発事業（以下「事

業」という。）に関し，法第５２条第２項各号に掲げる事項その他必要な事項を定め

るものとする。 

（事業の種類及び名称） 

第２条 前条の事業の種類及び名称は，阪神間都市計画事業（芦屋国際文化住宅都市

建設事業）ＪＲ芦屋駅南地区第二種市街地再開発事業という。 

（施行地区に含まれる地域の名称） 

第３条 施行地区に含まれる地域の名称は，次のとおりとする。 

大原町，船戸町，上宮川町及び業平町の各一部 

（事業の範囲） 

第４条 事業の範囲は，法第２条第１号に規定する市街地再開発事業とする。 

（事務所の所在地） 

第５条 事業の事務所は，芦屋市精道町７番６号芦屋市役所内に置く。 
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第２章 費用の負担 

（費用の負担） 

第６条 事業に要する費用は，次に掲げるものを除き，市が負担する。 

(1) 法第１２１条第１項の規定による公共施設管理者の負担金 

(2) 法第１２２条第２項の規定による補助金 

(3) その他の負担金又は補助金 

第３章 保留床等の賃貸又は譲渡 

（保留床等の賃貸又は譲渡） 

第７条 事業により市が取得する建築施設の部分（以下「保留床等」という。）は，次

に掲げる場合を除き，公募により賃貸し，又は譲渡するものとする。 

(1) 交番，電気事業者の電気工作物その他公益上欠くことができない施設の用に供

するため必要とする場合 

(2) 施行地区内に宅地，借地権若しくは権原に基づき存する建築物を有する者又は

施行地区内の建築物について借家権を有する者の居住又は業務の用に供するため

特に必要とする場合 

(3) その他市長が特に必要と認める場合 

（賃借人又は譲受人の募集方法） 

第８条 前条の規定による賃借人又は譲受人の公募は，新聞，掲示等の方法により広

告して行うものとする。 

（賃借人又は譲受人の決定） 

第９条 市長は，賃借り又は譲受けの申込みをした者の数が賃貸し，又は譲渡しよう

とする保留床等の数を超える場合においては，公正な方法で選考して，当該保留床

等の賃借人又は譲受人を決定しなければならない。 

第４章 市街地再開発審査会 

（審査会の設置） 

第１０条 事業を施行するため，市に芦屋市ＪＲ芦屋駅南地区第二種市街地再開発審

査会（以下「審査会」という。）を置く。 

（委員の定数） 

第１１条 審査会の委員（以下「委員」という。）の定数は７人以内とする。 

２ 前項に規定する委員の定数のうち，法第５７条第４項の規定により同項第１号に

掲げる者のうちから任命される委員（以下「１号委員」という。）の数は４人とし，

同項第２号に掲げる者のうちから任命される委員（以下「２号委員」という。）の数
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は，３人以内とする。 

（委員の欠格事由等） 

第１２条 次に掲げる者は，委員となることができない。 

(1) 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないもの 

(2) 禁錮以上の刑に処せられ，その執行を終わるまで又はその執行を受けることが

なくなるまでの者 

２ 委員は，前項各号のいずれかに該当するに至ったとき，及び２号委員にあっては，

施行地区内の宅地について所有権又は借地権を全て失うに至ったときは，その職を

失う。 

３ 市長は，委員が次の各号のいずれかに該当するときその他委員たるに適しないと

認めるときは，その委員を解任することができる。 

(1) 心身の故障のため職務の執行に堪えられないと認められるとき。 

(2) 職務上の義務違反があるとき。 

４ 委員は，非常勤とする。 

 （委員の補充） 

第１３条 市長は，委員に欠員が生じたときは，すみやかに補欠の委員を任命するも

のとする。 

（委員の名称等の公告及び掲示） 

第１４条 市長は，委員を任命したときは，委員の氏名及び住所並びに１号委員又は

２号委員の別その他必要な事項を公告するとともに，その公告の内容を施行地区内

の適当な場所に公告の日から起算して１０日間掲示しなければならない。 

第５章 清算 

（清算金の徴収又は交付の通知） 

第１５条 市長は，法第１１８条の２４第１項の規定により清算金を徴収し，又は交

付する場合においては，その期限及び場所を定め，期限の３０日前までに，これを

納付すべき者又は交付を受けるべき者に通知するものとする。 

（清算金の分割徴収） 

第１６条 市長は，法第１１８条の２４第２項において準用する法第１０６条第１項

の規定により清算金を分割徴収する場合において，その徴収すべき清算金の総額が

１０万円以上であるときは，第１回の納付期限の翌日から起算して清算金の額に応

じ，次の表に定めるところにより分割徴収することができる。ただし，清算金を納

付する者の資力が乏しいため，当該清算金を同表に定めるところにより納付するこ
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とが困難であると認めるときは，当該清算金の最終回の納付期限を１０年の範囲内

において延長することができる。 

徴収すべき清算金の総額 分割徴収の最終回の納付期限 

１０万円以上２０万円未満 １年以内 

２０万円以上３０万円未満 ２年以内 

３０万円以上４０万円未満 ３年以内 

４０万円以上５０万円未満 ４年以内 

５０万円以上 ５年以内  

２ 前項の規定により清算金の分割納付を希望する者は，前条の規定による通知のあ

った日から２週間以内に市長にその旨を申し出て，承認を受けなければならない。 

３ 市長は，第１項の規定により清算金を分割徴収する場合においては，毎回の徴収

金額及び納付期限を定め，清算金を納付すべき者に通知するものとする。 

４ 市長は，清算金を分割納付する者が分割納付に係る納付金を滞納したときは，未

納の清算金の全部又は一部について納付期限を繰上げて徴収することができる。 

（督促手数料及び延滞金） 

第１７条 市長は，法第１１８条の２４第２項において準用する法第１０６条第２項

の規定により督促するときは，督促状１通について７０円の督促手数料を徴収する。 

２ 前項の督促を受けた者がその督促状において指定した期日までにその納付すべき

金額を納付しないときは，法第１１８条の２４第２項において準用する法第１０６

条第３項の規定により延滞金を徴収するものとする。 

３ 市長は，前項の延滞金を徴収する場合において，督促を受けた者が納付しないこ

とについて規則で定める理由があると認めるときは，規則で定めるところにより，

当該延滞金を減額し，又は免除することができる。 

第６章 雑則 

（補則） 

第１８条 この条例に定めるもののほか，事業の施行に関し必要な事項は，規則で定

める。 

附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。  
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参 照 １ 

 

 

   阪神間都市計画事業（芦屋国際文化住宅都市建設事業）第二種市街地再開発事

業の施行に関する条例要綱 

 

 

１ 制定の趣旨 

  都市再開発法（以下「法」という。）の規定により，本市が施行する第二種市街地

再開発事業（以下「事業」という。）に関し，基本的事項を定めるため，この条例を

制定しようとするもの。 

 

２ 制定の内容 

(1) 事業の種類及び名称（第２条関係） 

   事業の種類及び名称は，阪神間都市計画事業（芦屋国際文化住宅都市建設事業）

ＪＲ芦屋駅南地区第二種市街地再開発事業という。 

(2) 施行地区に含まれる地域の名称（第３条関係） 

 施行地区に含まれる地域の名称は，次のとおりとする。 

大原町，船戸町，上宮川町及び業平町の各一部 

(3) 事業の範囲（第４条関係） 

 事業の範囲は，法第２条第１号に規定する市街地再開発事業とする。 

(4) 事務所の所在地（第５条関係） 

 事業の事務所は，芦屋市精道町７番６号芦屋市役所内に置く。 

(5) 費用の負担（第６条関係） 

 事業に要する費用は，次に掲げるものを除き，市が負担する。 

ア 法第１２１条第１項の規定による公共施設管理者の負担金 

イ 法第１２２条第２項の規定による補助金 

ウ その他の負担金又は補助金 

(6) 保留床等の賃貸又は譲渡（第７条関係） 

 事業により市が取得する建築施設の部分（以下「保留床等」という。）は，次に

掲げる場合を除き，公募により賃貸し，又は譲渡するものとする。 

ア 交番，電気事業者の電気工作物その他公益上欠くことができない施設の用に
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供するため必要とする場合 

イ 施行地区内に宅地，借地権若しくは権原に基づき存する建築物を有する者又

は施行地区内の建築物について借家権を有する者の居住又は業務の用に供する

ため特に必要とする場合 

ウ その他市長が特に必要と認める場合 

(7) 賃借人又は譲受人の募集方法（第８条関係） 

 (6)の賃借人又は譲受人の公募は，新聞，掲示等の方法により広告して行うもの

とする。 

(8) 賃借人又は譲受人の決定（第９条関係） 

 市長は，賃借り又は譲受けの申込みをした者の数が賃貸し，又は譲渡しようと

する保留床等の数を超える場合においては，公正な方法で選考して，当該保留床

等の賃借人又は譲受人を決定しなければならない。 

(9) 審査会の設置（第１０条関係） 

 事業を施行するため，市に芦屋市ＪＲ芦屋駅南地区第二種市街地再開発審査会

（以下「審査会」という。）を置く。 

(10) 委員の定数（第１１条関係） 

ア 審査会の委員（以下「委員」という。）の定数は７人以内とする。 

イ アの委員の定数のうち，法第５７条第４項の規定により同項第１号に掲げる

者のうちから任命される委員（以下「１号委員」という。）の数は４人とし，同

項第２号に掲げる者のうちから任命される委員（以下「２号委員」という。）の

数は，３人以内とする。 

(11) 委員の欠格事由等（第１２条関係） 

ア 次に掲げる者は，委員となることができない。 

(ｱ) 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないもの 

(ｲ) 禁錮以上の刑に処せられ，その執行を終わるまで又はその執行を受けるこ

とがなくなるまでの者 

イ 委員は，アのいずれかに該当するに至ったとき，及び２号委員にあっては，

施行地区内の宅地について所有権又は借地権を全て失うに至ったときは，その

職を失う。 

ウ 市長は，委員が次のいずれかに該当するときその他委員たるに適しないと認

めるときは，その委員を解任することができる。 

(ｱ) 心身の故障のため職務の執行に堪えられないと認められるとき。 
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(ｲ) 職務上の義務違反があるとき。 

エ 委員は，非常勤とする。 

(12) 委員の補充（第１３条関係） 

 市長は，委員に欠員が生じたときは，すみやかに補欠の委員を任命するものと

する。 

(13) 委員の名称等の公告及び掲示（第１４条関係） 

 市長は，委員を任命したときは，委員の氏名及び住所並びに１号委員又は２号

委員の別その他必要な事項を公告するとともに，その公告の内容を施行地区内の

適当な場所に公告の日から起算して１０日間掲示しなければならない。 

(14) 清算金の徴収又は交付の通知（第１５条関連） 

 市長は，法第１１８条の２４第１項の規定により清算金を徴収し，又は交付す

る場合においては，その期限及び場所を定め，期限の３０日前までに，これを納

付すべき者又は交付を受けるべき者に通知するものとする。 

(15) 清算金の分割徴収（第１６条関連） 

ア 市長は，法第１１８条の２４第２項において準用する法第１０６条第１項の

規定により清算金を分割徴収する場合において，その徴収すべき清算金の総額

が１０万円以上であるときは，第１回の納付期限の翌日から起算して清算金の

額に応じ，次の表に定めるところにより分割徴収することができる。ただし，

清算金を納付する者の資力が乏しいため，当該清算金を同表に定めるところに

より納付することが困難であると認めるときは，当該清算金の最終回の納付期

限を１０年の範囲内において延長することができる。 

徴収すべき清算金の総額 分割徴収の最終回の納付期限 

１０万円以上２０万円未満 １年以内 

２０万円以上３０万円未満 ２年以内 

３０万円以上４０万円未満 ３年以内 

４０万円以上５０万円未満 ４年以内 

５０万円以上 ５年以内 

イ アにより清算金の分割納付を希望する者は，(14)による通知のあった日から

２週間以内に市長にその旨を申し出て，承認を受けなければならない。 

ウ 市長は，アにより清算金を分割徴収する場合においては，毎回の徴収金額及

び納付期限を定め，清算金を納付すべき者に通知するものとする。 

エ 市長は，清算金を分割納付する者が分割納付に係る納付金を滞納したときは，

未納の清算金の全部又は一部について納付期限を繰上げて徴収することができ
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る。 

(16) 督促手数料及び延滞金（第１７条関連） 

ア 市長は，法第１１８条の２４第２項において準用する法第１０６条第２項の

規定により督促するときは，督促状１通について７０円の督促手数料を徴収す

る。 

イ アの督促を受けた者がその督促状において指定した期日までにその納付すべ

き金額を納付しないときは，法第１１８条の２４第２項において準用する法第

１０６条第３項の規定により延滞金を徴収するものとする。 

ウ 市長は，イの延滞金を徴収する場合において，督促を受けた者が納付しない

ことについて規則で定める理由があると認めるときは，規則で定めるところに

より，当該延滞金を減額し，又は免除することができる。 

 

３ 施行期日 

 公布の日 
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参 照 ２ 

 

 

   都市再開発法抜粋 

 

（定義） 

第２条 この法律において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

(1) 市街地再開発事業 市街地の土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更

新とを図るため，都市計画法（昭和４３年法律第１００号）及びこの法律（第７

章を除く。）で定めるところに従つて行われる建築物及び建築敷地の整備並びに

公共施設の整備に関する事業並びにこれに附帯する事業をいい，第３章の規定に

より行われる第一種市街地再開発事業と第４章の規定により行われる第二種市街

地再開発事業とに区分する。 

（第２号から第１３号まで省略） 

 

（市街地再開発事業の施行） 

第２条の２ （第１項省略） 

（第２項及び第３項省略） 

４ 地方公共団体は，市街地再開発事業の施行区域内の土地について市街地再開発事

業を施行することができる。 

（第５項及び第６項省略） 

 

（施行規程及び事業計画の決定等） 

第５１条 地方公共団体（第２条の２第４項の規定により市街地再開発事業を施行す

る場合に限る。以下この節，第６０条第２項第４号，第６９条第１項（第１１８条

の２９において準用する場合を含む。），第１０６条第３項及び第４項（これらの

規定を第１１８条の２４第２項において準用する場合を含む。）並びに第４章にお

いて同じ。）は，市街地再開発事業を施行しようとするときは，施行規程及び事業

計画を定めなければならない。この場合において，事業計画において定めた設計の

概要については，国土交通省令で定めるところにより，都道府県にあつては国土交

通大臣の，市町村にあつては都道府県知事の認可を受けなければならない。 
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（第２項省略） 

 

（施行規程） 

第５２条 施行規程は，当該地方公共団体の条例で定める。 

２ 施行規程には，次に掲げる事項を記載しなければならない。 

(1) 市街地再開発事業の種類及び名称 

(2) 施行地区（施行地区を工区に分けるときは，施行地区及び工区）に含まれる地

域の名称 

(3) 市街地再開発事業の範囲 

(4) 事務所の所在地 

(5) 特定事業参加者（第５６条の２第１項の負担金を納付し，権利変換計画又は管

理処分計画の定めるところに従い施設建築物の一部等又は建築施設の部分を取得

する者をいう。以下この節において同じ。）に関する事項 

(6) 費用の分担に関する事項 

(7) 市街地再開発事業の施行により施行者が取得する施設建築敷地若しくはその共

有持分，施設建築物の一部等若しくは建築施設の部分又は個別利用区内の宅地の

管理処分の方法に関する事項 

(8) 市街地再開発審査会及びその委員に関する事項（委員の報酬及び費用弁償に関

する事項を除く。） 

(9) その他国土交通省令で定める事項 

（第３項省略） 

 

（市街地再開発審査会） 

第５７条 地方公共団体が施行する市街地再開発事業ごとに，この法律及び施行規程

で定める権限を行なわせるため，その地方公共団体に，市街地再開発審査会を置く。 

２ 施行地区を工区に分けたときは，市街地再開発審査会は，工区ごとに置くことが

できる。 

３ 市街地再開発審査会は，５人から２０人までの範囲内において，施行規程で定め

る数の委員をもつて組織する。 

４ 市街地再開発審査会の委員は，次の各号に掲げる者のうちから，地方公共団体の

長が任命する。 

(1) 土地及び建物の権利関係又は評価について特別の知識経験を有し，かつ，公正
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な判断をすることができる者 

(2) 施行地区内の宅地について所有権又は借地権を有する者 

５ 前項第１号に掲げる者のうちから任命される委員の数は，３人以上でなければな

らない。 

 

（清算金の徴収） 

第１０６条 第１０４条第１項の規定により徴収すべき清算金は，政令で定めるとこ

ろにより，利子を付して分割して徴収することができる。 

２ 個人施行者以外の施行者は，第１０４条第１項の規定により徴収すべき清算金（前

項の規定により利子を付したときは，その利子を含む。以下同じ。）を滞納する者

があるときは，督促状によつて納付すべき期限を指定して督促することができる。 

３ 前項の督促をするときは，組合にあつては定款で定めるところにより，再開発会

社にあつては規準で定めるところにより，地方公共団体又は機構等にあつては政令

で定めるところにより，年１４．５パーセントの割合を乗じて計算した額の範囲内

の延滞金を徴収することができる。 

（第４項から第８項まで省略） 

 

（建築施設の部分等の価額等の確定） 

第１１８条の２３ 施行者は，第二種市街地再開発事業の工事が完了したときは，速

やかに，当該事業に要した費用の額を確定するとともに，建築施設の部分を取得し

た者がこれに対応するものとして有していた施行地区内の宅地，借地権若しくは建

築物の価額（以下「従前の権利の価額」という。）及びその取得した建築施設の部

分の価額（建築施設の部分を取得した者が特定事業参加者である場合にあつては，

その取得した建築施設の部分の価額）又は第１１８条の１８の規定により借家権を

取得した者に対して施行者が賃貸しする施設建築物の一部の家賃の額を確定し，こ

れらの者にその確定した額を通知しなければならない。 

（第２項及び第３項省略） 

 

（清算） 

第１１８条の２４ 前条第１項の規定により確定した従前の権利の価額と同項の規定

により確定した建築施設の部分の価額とに差額があるときは，施行者は，その差額

に相当する金額を徴収し，又は交付しなければならない。 
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２ 第１０５条から第１０７条まで（第１０６条第６項を除く。）の規定は，前項の

場合について準用する。この場合において，第１０５条第１項中「前条第１項」と

あるのは「第１１８条の２３第１項」と，「同項」とあるのは「第１１８条の２４

第１項」と，第１０６条第１項及び第２項中「第１０４条第１項」とあるのは「第

１１８条の２４第１項」と，第１０７条第１項中「第１０４条第１項」とあるのは

「第１１８条の２４第１項」と，「施設建築物の一部」とあるのは「建築施設の部

分」と，同条第２項中「第１０１条第１項」とあるのは「第１１８条の２１第１項」

と読み替えるものとする。 

 

（公共施設管理者の負担金） 

第１２１条 施行者は，市街地再開発事業の施行により整備されることとなる重要な

公共施設で政令で定めるものの管理者又は管理者となるべき者に対し，当該公共施

設の整備に要する費用の全部又は一部を負担することを求めることができる。 

（第２項省略） 

 

（費用の補助） 

第１２２条 地方公共団体は，施行者（政令で定める施行者を除く。）に対して，市

街地再開発事業に要する費用の一部を補助することができる。 

２ 国は，地方公共団体が，前項の規定により補助金を交付し，又はみずから市街地

再開発事業を施行する場合には，予算の範囲内において，政令で定めるところによ

り，その費用の一部を補助することができる。 

 

 

都市再開発法施行規則抜粋 

 

（施行規程の記載事項） 

第１７条の２ 法第５２条第２項第９号の国土交通省令で定める事項は，事業計画に

おいて個別利用区が定められた場合における法第７０条の２第２項第３号の施行

規程で定める規模とする。 
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第５１号議案説明資料 

 

   阪神間都市計画事業（芦屋国際文化住宅都市建設事業）第二種市街地再開発事 

   業の施行に関する条例施行規則（未定稿） 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は，阪神間都市計画事業（芦屋国際文化住宅都市建設事業）第二種

市街地再開発事業の施行に関する条例（平成３０年芦屋市条例第  号。以下「条

例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（任期） 

第２条 条例第１０条の規定に基づく芦屋市ＪＲ芦屋駅南地区第二種市街地再開発審

査会(以下「審査会」という。)の委員の任期は，都市再開発法(昭和４４年法律第３

８号。以下「法」という。)法第１１８条の１０において準用する法第７９条第２項，

第８４条及び法第１１８条の２２第２項において準用する法第１０２条第２項の規

定による審査会の任務の終了までとする。 

（会長） 

第３条 審査会に会長を置き，条例第１１条第２項に規定する１号委員のうちから委

員が選挙する。 

２ 会長は，審査会を代表し，議事その他会務を総理する。 

３ 会長に事故があるときは，会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第４条 審査会は，市長が招集する。 

２ 審査会を招集するには，会議を開く日の５日前までに会議の日時，場所及び目的

である事項を委員に通知しなければならない。ただし，緊急を要する場合は，この

限りでない。 

３ 審査会の会議は，委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

４ 審査会の議事は，法第１１８条の１０において準用する法第７９条第２項後段の

規定（法第１１８条の１０において準用する法第８４条及び第１１８条２２第２項
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において準用する法第１０２条第２項において準用する場合を含む。）による場合を

除き，出席委員の過半数で決し，可否同数のときは，会長の決するところによる。 

５ 会議に，代理人の出席は認めない。 

６ 会長は，必要に応じ会議に関係者の出席を求め，説明又は意見を聞くことができ

る。 

（会議録） 

第５条 会議録等の審議経過等については，会長又は会長の指名した委員の確認を得

るものとする。 

（庶務） 

第６条 審査会の庶務は，市街地再開発事業に関する事務を所管する課において処理

する。 

（委任） 

第７条 この規則に定めるもののほか，審査会の運営に関し必要な事項は，会長が審

査会に諮って定める。 

（清算金の決定通知等） 

第８条 条例第１５条の規定による清算金の額の決定，徴収又は交付期日の通知は，

市街地再開発事業清算金決定通知書兼交付（徴収）通知書（様式第１号）により行

うものとする。 

（清算金の供託の通知） 

第９条 法第１１８条の２４第２項において準用する法第１０５条第１項において準

用する法９２条第６項の規定による通知は，市街地再開発事業清算金供託通知書（様

式第２号）により行うものとする。 

（分割徴収の申請） 

第１０条 清算金を徴収されることとなった者で清算金の分割徴収を希望する者は，

条例第１５条の規定による通知があった日から２週間以内に，市街地再開発事業清

算金分割徴収申請書（様式第３号）により市長に分割徴収の申請をしなければなら

ない。 

 （分割徴収の通知） 
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第１１条 市長は前条の申請を認めたときは，次に掲げる事項を定め，市街地再開発

事業清算金分割徴収決定通知書（様式第４号）により申請者に通知するものとする。 

(1) 分割徴収を認めた清算金の額 

(2) 分割徴収の期間及び回数 

(3) 毎回の分割徴収の額 

(4) 毎回の納付期限 

(5) 納付場所 

（分割徴収されることとなった者の届出） 

第１２条 清算金を分割して徴収されることとなった者は，次に該当したときは，直

ちにその旨を市長に届け出なければならない。 

(1) 氏名又は住所（法人にあっては，その名称又は主たる事務所の所在地）を変更

したとき。 

(2) 分割徴収に係る建築施設の部分を第三者に譲渡しようとするとき。 

 (3) 他の債務につき強制執行を受け，又は破産の申立てがあったとき。 

（清算金の分割徴収の方法） 

第１３条 条例第１６条の規定により清算金を分割徴収するときは，当該清算金を各

年度均等に分割し，納期については，年度を次の４期に区して徴収するものとする。 

第１期 ５月１日から同月末日まで 

第２期 ８月１日から同月末日まで 

第３期 １１月１日から同月末日まで 

第４期 翌年２月１日から同月末日まで 

２ 前項により納付する第１回の納付額は，清算金の総額を分割回数で除して得た額

を下らない金額とし，第２回以降の納付額は，清算金の総額を分割回数で除して得

た額にその回の利子を加えた金額とする。 

３ 清算金を分割納付する者は，未納の清算金の全部又は一部を繰上げて納付するこ

とができる。 

（清算金の納付期限延長） 
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第１４条 条例第１６条第１項ただし書の適用を受けようとする者は，市街地再開発

事業清算金納付期限延長申請書（様式第５号）により延長理由を証する書類を付け

て市長に提出し，その承認を受けなければならない。 

（繰上徴収の通知等） 

第１５条 市長は，条例第１６条第４項の規定により清算金の全部を繰上げて徴収し

ようとするときは，徴収する清算金の額，納付期限及び納付場所を徴収されること

となった者に通知するものとする。 

２ 市長は，条例第１６条第４項の規定により未納の清算金の一部を繰上げて徴収し

ようとするときは，徴収する清算金の額，納付期限及び納付場所並びにその残額に

ついての第１１条第２号から第５号までに掲げる事項を定め，それらの事項を徴収

されることとなった者に通知するものとする。 

（督促） 

第１６条 市長は，清算金を納付すべきものがその納付期限までに納付しないときは，

納付期限後２０日以内に，別に納付すべき期限を指定して督促状（様式第６号）に

より督促するものとする。 

２ 前項の指定期限は，督促状を発した日から１０日を経過した日とする。 

（延滞金の減免） 

第１７条 条例第１７条第３項に規定する規則に定める理由があると認める場合は，

次のいずれかに該当するときとする。 

(1) 震災，風水害，落雷，火災若しくはこれらに類する災害を受け，又は資産を盗

まれたとき。 

(2) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定による扶助を受けたとき。 

(3) 休業，廃業，失業，病気，負傷その他の事情により生活が困難となったとき。 

(4) 納付すべき者の責めに帰すことができない理由により，徴収決定通知書又は督

促状送達の事実を知ることができなかったとき。 

(5) その他特別な事情があると認められるとき。 

（延滞金の減免申請等） 
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第１８条 条例第１７条第３項の規定による延滞金の減額又は免除（以下「減免」と

いう。）を希望する者は，減免を希望する理由を証する書類を添付した市街地再開発

事業延滞金減免申請書（様式第７号）により市長に延滞金の減免の申請をしなけれ

ばならない。 

２ 市長は，条例第１７条第３項の規定により延滞金の減免を認めたときは，市街地

再開発事業延滞金減免承認通知書（様式第８号）により申請者に通知するものとす

る。 

（滞納処分の事務） 

第１９条 法第１１８条の２４第２項において準用する法第１０６条第４項の規定に

よる滞納処分の事務は，市長が任命する市職員が行う。 

２ 前項の職員は，法第１１８条の２４第２項において準用する法第１０６条第４項

の規定による滞納処分を行う場合には，市街地再開発事業清算金滞納処分職員証（様

式第９号）を携帯し，関係人の請求があったときには，これを提示しなければなら

ない。 

（清算金の前渡交付） 

第２０条 清算金の交付金額が１０万円を超える者が，当該清算金の一部を次の各号

のいずれかに該当する使途に用いようとするときは，市長に対し清算金前渡請求書

（様式第１０号）を提出し，当該清算金の一部の前渡しを受けることができる。 

(1) 施行地区外での土地の購入資金 

(2) 施行地区外での住宅の建築資金 

(3) 施行地区外での店舗の建築資金 

(4) 市長が特に必要と認めたとき 

２ 前渡しする清算金の額は，交付を受ける額の８０％相当額以内とする。 

（補則） 

第２１条 この規則に定めるもののほか，清算事務に関し必要な事項は，別に定める。 

附 則 

この規則は，公布の日から施行する。 


